
6広報にほんまつ

補 助対象経費
　空き店舗等を活用して営業を開始する際に必要な以下の費用を対象とします。

①店舗等改修費
　●内装工事、外装工事、給排水衛生設備工事、サイン工事、電気照明等の設置工事等
　● 建物と一体となって機能する設備の導入、備品の購入（商品陳列棚、店舗看板等で建物に固定されるも
の等）

　※いずれも市内業者によって施工、購入されたものに限ります。
②店舗等賃借料
　●賃借店舗の月額家賃（敷金、礼金等の諸経費を除く）
　● 空き店舗等が店舗併用住宅である場合の店舗等に係る賃借料は、店舗等および住宅の面積に応じて賃
借料を按分して算出

③創業者住居賃借料
　●年度内に市外から転入した者に係る住居の月額家賃（敷金、礼金等の諸経費を除く）

補 助額

補助対象経費 補助対象期間 補助率 補助限度額
店舗等改修費 交付決定日から営業開始日まで ２／３以内 200万円
店舗等賃借料 営業開始日の属する月の翌月から１年間 ２／３以内 10万円／月
創業者住居賃借料 営業開始日の属する月の翌月から１年間 ２／３以内 ５万円／月
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補 助対象要件　次の全てに該当する方が対象となります

補 助対象者

　事業を営んで
　いない個人 年度内に新たに創業を開始する方

会　社
自らの事業の全部または一部を継続して実施しつ
つ、新たに会社を設立し、年度内に新たに創業を
開始する方

　 ※年度内とは、平成29年３月31日まで

新たに市内で事業を営もうとする方が、
市内の空き店舗や空き家、空き事務所に
入居する際の改修費や賃借料に対して、
その費用の一部を補助します
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創業支援

空き店舗等
活用事業
補助

出店する地域の商店会およ
び「二本松商工会議所」また
は「あだたら商工会」の会員
となること。

二本松市暴力団排除条例
（平成24年二本松市条例第17
号）第２条第１号から第３号
までの規定に該当していな
いこと。

補助対象経費について、他
の補助制度を利用していな
いこと。

週に４日以上営業を行うこ
と。

事業に必要な資格や許認可
等を取得している、または
取得する見込みであること。

市内に既にある店舗を移転
することにより、移転前の
店舗を空き店舗等としない
こと。

開店後２年以上継続して営
業を行うこと。

市税を滞納していないこと。

過去に空き店舗等を営業し
ていた者と創業者が同じで
ないこと。

風俗営業等の規制および業
務の適正化等に関する法律
（昭和23年法律第122号）第２
条に規定する営業に該当し
ていないこと。

フランチャイズ・チェーン
に加盟していないこと。




